


・「新しい公共推進指針(仮称)」の策定については、円卓会議・地域円卓会議でのステークホルダー

間の交流が進み、協創の必要性の認識が深まっています。指針の名称を「夢をかたちにするまちづ

くり～『新しい公共』のヒント集～」としましたが、今後、活用方法等を十分検討し、ステークホ

ルダー間で共有していく必要があります。

また、ＮＰＯの活動基盤整備については、現在８地域９団体が進めており、顔の見える基金として

市民ファンドの設立(四日市)、ファンドレイジングのための勉強会の開催や人材育成等の推進(松

阪)のほか津や桑名など具体的な成果が見えてきた地域が出てきています。

・みえ県民交流センターにおいて、ＮＰＯ組織強化のための各種講座や情報発信、市民活動団体情報

のデータベース事業を実施しています。県域の市民活動センターとして、地域や専門分野のＮＰＯ

支援組織との連携を強化するとともに、県外のＮＰＯ支援組織とのネットワークを構築していく必

要があります。

・ＮＰＯからの協働事業提案により実施している 11 事業は、地域ニーズに一番近いところで活動し

ているＮＰＯならではの視点から提案された協創が実践されており、提案したＮＰＯのモチベーシ

ョンは高く、参画する行政も新たな気づきを得る機会につながっています。

多様化する地域ニーズに応えるためには、ＮＰＯが県やさまざまな主体に協創への参画を呼びかけ

て実践するプロセスは有効であり、ＮＰＯが県やさまざまな主体に対して、多様な視点から企画を

提案できる仕組みを充実させることが必要です。

・ＮＰＯと企業の協創の現状や課題の的確な把握を行うとともに、ＣＳＲの切り口からＮＰＯと企業

の協創を考える「ＮＰＯと企業等のＣＳＲセミナー」を開催しました。

今後は、ＮＰＯと企業等の連携・協働実態調査などを通じて見えてきた課題等をふまえて、ＮＰＯ

と企業の協創を促進する仕組みを検討していくことが必要です。

・ＮＰＯ、行政、企業などにおいて、協創の必要性を理解するとともに、協創を充実したものにする

スキルやノウハウを持つ人材育成の取組を進めています。

しかしながら、育成した人材の力が具体的に協創の取組に生かせておらず、力を発揮できるよう支

援する場づくりが必要です。

・ボランティア関係組織等と連携して設置された「みえ災害ボランティア支援センター」において、

東日本大震災支援が行われています。また、災害ボランティア活動が円滑に、効果的に行われるた

めには、災害支援を行う市町、社会福祉協議会、ＮＰＯ等の平時からの連携が必要であるため、支

援活動を行う主体の基礎調査を実施しました。今後は、連携につながる研修・訓練を実施し、平時

からの顔の見える関係づくりを行う必要があります。

・平成 24 年度に策定する「夢をかたちにするまちづくり～『新しい公共』のヒント集～」を、中間

支援組織と連携して、ＮＰＯや企業、行政等に対して周知を進め、県民の市民活動への参画を促進

します。

・みえ県民交流センターにおいて、市民活動団体情報のデータベース事業をはじめとする市民活動団

体の情報の受発信や県内・県外のＮＰＯ支援組織との連携強化に取り組みます。

・ＮＰＯの視点を協創の社会づくりに生かしていくために、ＮＰＯがさまざまな主体に対して事業の

アイデアや企画を提案するノウハウを高める取組を進めるとともに、具体的に事業パートナーを見

つけることができる場づくりに取り組みます。

進捗状況（現状と課題）

平成 25年度の取組方向

環境生活部



・ＮＰＯと企業の協創を促進していくために、企業にＮＰＯとの協創に積極的になることを促す仕組

みづくりに取り組みます。

・ＮＰＯや行政、さまざまな主体の人材が、一緒に「協創の必要性」などを学ぶ研修等を実施します。

また、地域で「協創」を推進する取組や場づくりを、自ら主体的に進める人材の育成に取り組みま

す。

・平成 24 年度に実施した災害ボランティア関係機関の基礎調査で明らかになった課題をふまえて研

修や訓練を実施し、人材育成と連携の強化を図ります。

●ＮＰＯの自立した活動を支える基盤づくり事業【基本事業名：21402 ＮＰＯが活発に活動で

きる環境の充実】

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費）

当初予算額：（24） ６０，０８０千円 → （25） １，５３０千円

事業概要：平成 24 年度に策定する「夢をかたちにするまちづくり～『新しい公共』のヒント

集」の内容を県民、ＮＰＯ、企業、行政等に周知し、新しい公共の実践取組を促進

するとともに、優秀な取組を表彰するなど、県民等の市民活動への参加促進とＮＰ

Ｏの認知度向上を図ります。

●ＮＰＯ活動支援推進事業【基本事業名：21401 県民の社会参画活動への支援】

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費）

当初予算額：（24） ９，６２５千円 → （25） １１，５４６千円

事業概要：ＮＰＯ法人の認証・認定事務や相談業務及び会計基準の普及等を行うとともに、Ｎ

ＰＯ法人への寄付を促進する環境を整備し、活動基盤の強化を図ります。

●みえ県民交流センター指定管理事業【基本事業名：21401 県民の社会参画活動への支援】

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費）

当初予算額：（24） ２８，４６８千円 → （25） ２８，４６８千円

事業概要：みえ県民交流センターの管理を行うとともに、市民活動団体の情報収集、情報発信

や、県内外市民活動センター等と連携して市民活動支援体制の強化を行います。

●ＮＰＯ視点による協創の地域づくり実践事業【基本事業名：21403 ＮＰＯとさまざまな主体

との「協創」の推進】

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費）

当初予算額：（24） ３８，８９１千円 → （25） ８７１千円

事業概要：ＮＰＯから県やさまざまな主体に協創の企画を提案するプロセスが定着することを

めざして、ＮＰＯからさまざまな主体に提案できる場づくりや提案の質を高める取

組を行います。

主な事業
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●ＮＰＯと企業等のパートナーシップ促進事業【基本事業名：21403 ＮＰＯとさまざまな主体

との「協創」の推進】

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費）

当初予算額：（24） ５，８２６千円 → （25） １，４７５千円

事業概要：ＮＰＯと企業の「協創」による新たな地域づくりを広げていくため、両者が出会い、

ともに課題に取り組むパートナーシップの構築を図ることができるように支援し

ます。

●協創の地域づくり推進事業【基本事業名：21403 ＮＰＯとさまざまな主体との「協創」の推

進】

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費）

当初予算額：（24） ３，６８７千円 → （25） ２，２３４千円

事業概要：行政とＮＰＯなどさまざまなセクターの人材が一緒に「協創」の必要性を学ぶ場づ

くり、「協創」の実践に積極的な人材を育成する場づくりなどを行います。

●災害ボランティア支援等事業【基本事業名：21401 県民の社会参画活動への支援】

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費）

当初予算額：(24) ３２，９７２千円 → (25) ２７，０３６千円

事業概要：大規模な災害からの早期の復旧のため、災害時に迅速に支援活動を行うＮＰＯへの

支援を行うとともに、みえ災害ボランティア支援センターの活動基盤の支援を行い

ます。また、東日本大震災の被災者・被災地支援を行います。

●災害時に備えたネットワーク強化事業【基本事業名：21403 ＮＰＯとさまざまな主体との「協

創」の推進】

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費）

当初予算額：(24) ４，５８０千円 → (25) ２，０００千円

事業概要：災害ボランティア活動に関わるさまざまな主体をネットワーク化し、研修や訓練を

通して、災害時に円滑かつ効果的に支援活動を行うための環境を整備します。


